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市町村行政情報化推進事業費

１　事業概要

　地方公共団体における電子政府の基盤と位置付けられ

ている総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の利活用を

進めるとともに、市町村の情報化の促進を図る。

（１）総合行政ネットワークの推進　△9,162千円

　　　ＬＧＷＡＮ県側負担金及び回線使用料が当初の

　　　見込みを下回ったこと等による減額

（２）市町村情報化支援　　　　　　△   59千円

　　　び歳出の減額

２　事業主体及び負担区分

（１）（県10/10）

（２）（県10/10）

　市町村共同研修事業については市町村負担あり

３　地方財政措置の状況

　総合行政ネットワークの推進については、普通交付税

措置あり（単位費用算定）

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×1人=9,500千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　総合行政ネットワークの推進　ネットワーク機器等の賃借及び運用管理　　　　52,309千円
　　イ　市町村情報化支援　　　　　　埼玉県電子自治体推進会議の運営　　　　　　　 2,578千円

（２）事業計画
　　ア　総合行政ネットワークの推進　全国の地方公共団体を相互接続する行政専用ネットワークの運営・利活用推進
　　イ　市町村情報化支援　　　　　　市町村共同研修事業、セミナー開催、専門部会における研究等

（３）事業効果
　　ア　地方公共団体間のコミュニケーションの円滑化や情報共有、行政事務の効率化
　　イ　埼玉県内の地方公共団体に対し、電子自治体構築の総合的かつ円滑な推進を図ることにより、住民への効率的
　　　かつ良質な行政サービスを提供

（４）その他
　　　前年度からの主な変更点

　　　　（△18,746千円）
　　ア　従来まで県が整備していた県・市町村間の回線が、市町村整備となったことによる通信費等の減

（５）補正予算の概要
　　ア　総合行政ネットワークの推進：ＬＧＷＡＮ県側負担金及び回線使用料が当初の見込みを下回ったこと等に
　　　よる減額
　　イ　市町村情報化支援：市町村共同事業の入札差金発生等に伴う歳入及び歳出の減額

(単位：千円)

　　　市町村共同事業の入札差金発生等に伴う歳入及

分野施策


